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価は衆院解散前（2012 年 11 月 15 日終値）
の 8,829円 72銭から、14,782円 21銭（2013
年 5 月 13 日終値）へと、約半年の間に 7
割近くも上昇し、リーマンショック以前の
水準を回復している。黒田日本銀行新総裁
による大胆な金融緩和政策、TPP（環太平
洋戦略的経済連携協定）への参加表明など、
積極的な経済政策を明示的に遂行してきた
ことが好感されていると見ることができる。 
 しかし、こうした諸指標の好転が、日本
経済の本格的な回復に結びつくかどうかは、
いまだ不透明な部分が大きい。海外の見方
も、初動としての安倍政権の経済運営は評
価している半面、IMF 理事の発言にもある
通り、アベノミクスのいわゆる 3 本の矢（金
融緩和、機動的な財政政策、成長戦略）の
うち、財政政策と成長戦略については取り
組みが不十分との懸念が示されている。 
 まず、日本経済を離陸させるために必要
な成長戦略に関する議論を見る。日本総合
研究所理事長の高橋進氏は「成長戦略には
適材適所の政策が必要」（『地銀協月報』
2012.10）の中で、財政出動の効果を上げる
ためにも、民間の投資や消費の意欲を引き
出す政策の必要性を主張し、そのために既
得権の打破や規制改革を通じた参入機会の
増加が必要であると論じている。その上で、
成長産業を政府が指定・育成する従来型の
産業政策に対しては疑問を提示している。
また、大和総研の熊谷亮丸氏は、「わが国の
成長戦略について」（『地銀協月報』2012.10）
の中で、日本経済の中長期的な方向性とし
て、①財政赤字の拡大、②経常収支黒字の
減少、③円高から円安、④デフレからイン
フレ（もしくはスタグフレーション）、⑤長
期金利は低下から上昇、という５つの懸念
を提示している。そして日本経済の再生に
向けて、①確固たるビジョンに基づいた体
系性のある政策の実行、②消費税引き上げ、
歳出削減等を通じた財政再建の断行、③内
需や需要サイドのみに固執せず、外需や供
給サイドも重視したバランスのとれた経済
政策の実施、④政府・日銀のよりいっそう
緊密な連携の 4 点を伴う経済政策の必要性
を主張している。 
 また、安定的な経済運営の実現のために
財政再建の必要性を主張する言論も見られ
る。石弘光「財政再建を進めるにははやり
増税が必要だった」（『エコノミスト』
2012.11.20）では、近年の財政再建におけ
る新たな課題として、グローバルな市場の
目が従来よりもはるかに厳しくなってきて
おり、国の財政悪化は国債の格付けに直結
し、長期金利上昇、国債の値崩れを引き起
こすことを指摘している。その上で、現状
の日本の租税負担が先進国最低水準にある
ことから、今後の方向性として歳出削減や
行政改革を従来どおりに重視しつつも、増
税も重要な政策手段として位置づける必要
性を主張している。野口悠紀雄「人材開国
による日本の活性化をはかれ」（『エコノミ
スト』2012.12.4）では、この 20 年間の日
米の経済パフォーマンスの違いを示した上
で、要因として①新興国の工業化の進展、
②情報技術体系の本質的な変化などに、日
本が対応できなかったことにあると指摘し
ている。したがって日本経済の再活性化の
ためには、これらの変化に対応できるよう
に産業・企業の構造を変えることが必要で
あると主張している。具体的には、製造業
の縮小を押しとどめるのではなく、生産性
の高いサービス産業の構築など、新たに雇
用を引き受ける産業を国内に作ることを最
重要課題として位置づけている。 
 これらの主張に共通する点として、成長
軌道への本格的な回復のためには、スムー
ズな構造の転換が必要であること、それら
は基本的には市場メカニズムのスムーズな
機能の中で実現していくべき性質のもので
あること等が上げられる。一方政府の役割
は、小林卓典「成長戦略を再考する」（『大
和総研調査季報』2012 年秋季号）にも論じ
られているとおり、税と社会保障改革、TPP
／FTA 交渉、規制改革など、他のセクター
にはできない点に期待されていることが異
口同音に示されているといえる。 
 民主党政権の中で、政権交代という代償
と引き換えに道筋をつけた消費税増税法案
の通過は、ポピュリズムに流れがちな政治
の中で先送りにされてきた重要な課題に道
筋をつけたという点で評価できよう。アベ
ノミクスが、単なる短期的な人気取り政策
に堕することなく、グローバル化の進展す
る下で日本経済への信用を高め、安定的・
持続的な成長路線へと結実するためにも、
「三本の矢」の残りの二本の取り組みを、
着実に進めていくことが望まれる。 
